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わが国の複合死因データによる死因間の関連分析

石井太・林玲子・篠原恵美子・別府志海・是川夕

はじめに

現在、人口動態統計では、死亡票に記載されている複数の死因から、世界保健機関が勧

告する「疾病及び関連保健問題の国際統計分類」に準拠し、直接に死亡を引き起こした一

連の事象の起因となった疾病もしくは損傷等を表す単一の「原死因」を用いて死因統計の

集計・分析を行っている。これは、一連の病的事象を起こす原因を防止するという公衆衛

生的な観点に基づくものであるが、一方で、現在、わが国では生活習慣病が死因の上位を

占めるに至り、一人が複数の疾患を抱えることも多くなってきていることから、原死因以

外の死因に着目する必要性が高まっている。

このような問題意識の下、社会保障審議会統計分科会疾病、傷害及び死因分類部会は、

平成 26年 11月に出した報告（「疾病、傷害及び死因に関する分類に係る部会審議の際に

出された意見に基づく報告」）の中で、「中長期的には、基礎疾患の情報や介入の状況、合

併症、予後等、死亡診断書・死体検案書から得られる複合的な要因を把握できるような分

析がなされることが望ましい。」との方向性を打ち出している。しかしながら、人口動態

統計死亡票の原死因以外の複合死因情報については、近年、はじめて二次利用が可能と

なったところであり、わが国ではこのような複合死因データを全人口ベースで取り扱った

経験が多いとはいえない状況にある。一方、諸外国においては、従来から複合死因のデー

タの活用事例が存在しており、例えば人口学領域においては、原死因と複合死因の関係性

を記述するための人口学的指標の構築などの先行研究が行われているところである。

本研究は、国際的な複合死因に関する研究ネットワークであるMultiCause Networkに

おいて用いられている複合死因データによる死因間の関連分析の方法論をわが国のデータ

に適用し、わが国における死因間の関連状況について研究することを目的として行うもの

である。

1 データと方法

1.1 データ

本研究における分析には、厚生労働省『人口動態統計』における調査票の死亡個票デー

タを用いている*1。なお、死亡個票ではデータがコード化されておらず、死因名がそのま

*1 厚生労働省『人口動態調査』における死亡票は、前述の死亡届および死亡診断書等をもとに作成される。
この調査票情報（死亡個票）を厚生労働省へ報告するシステムは 2003年以降、順次オンライン化が進め
られた。本研究では死亡票情報に加え、オンラインにより提出された死亡個票情報を二次利用している
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ま記載されている。そこで本研究では記載された死因名を ICD-10ベースに変換し、分析

に用いた。死因のコード化についてより詳細には篠原 (2016)、篠原 (2017) を参照され

たい。

特に、死亡診断書等における死因の記載欄は直接死因から間接死因まで全部で５欄ある

が、実際のデータには、それぞれの死因欄に複数の死因が記載されていることもある。こ

うした記載数超過の死因についても死亡個票データには収録されており、コード化にあ

たってはこれらの情報についても対象としていることから、1診断書当たりの死因数は 5

を超えることもある点に留意されたい。

1.2 方法

次に複合死因データによる死因間の関連分析の方法論について述べる。複合死因の分

析手法については様々なものが提案されていることから、石井［等］ (2018) において、

MultiCause Networkが収集している先行研究を中心に包括的なレビューを行った。

本研究では、これらの先行研究の中から、一原死因あたりの死亡数や死因間の関係を示

す指標として、年齢構成の違いを調整し、複数時点や異なる人口間での比較が可能な人口学

的指標としてMultiCause Networkグループが提案している SRMU(Standardized Ratio

of Multiple to Underlying Cause)と CDAI(Cause of Death Association Indicator)を

用いて分析を行う。この手法を用いた研究としては、MultiCause Networkグループの研

究者らによる Désesquelles et al. (2012)、Désesquelles et al. (2010) などが挙げられる

が、MultiCause Networkグループはこれらの指標を含む標準的指標の作成方法に関する

ガイドラインをまとめている。そこで、本研究では、このガイドラインに沿って標準的指

標を作成し、死因間の関連分析を行った。

1.2.1 データの準備
ガイドラインでは、最初に、基礎となる死因データについて、以下の条件に従って用意

することを求めている。

• 年齢範囲については制限をしない。

• 地理的範囲については特別な死亡パターンをもつ地域については対象外とすること

もできる。

• 年次については 2009年について全ての指標を計算する。ただし、2009年が利用可

能でない場合、最も近い年次を算出する。

• 死因について、星印 (*)のコードと Zコードを削除する（わが国の死因統計にはこ

（提供通知文書番号：平成 30 年 9 月 19 日付政統発 0919 第 1 号）。このオンライン提出の割合が近年ほ
ど高くなっていることから、年次によって複合死因の分析が可能な件数が死亡数と大きく異なる年次があ
る。また、死亡個票情報の独自集計であるため、公表数値とは一致しない場合がある。
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れらは使用されていない。）。

• 一つの死亡データの中に全く同じ ICD-10 コードがあった場合には一つのみを

残す。

• 関連死因が死因分類（後述)66,67,68に当たるものは、分類不能や死亡のメカニズ

ムを表すコードであり、対象から除外する。

このデータに基づき、以下の手順に従って比較可能な指標の計算を行う。全ての計算

に際しては、表 2 に示す死因分類を用いる。これには２つのレベル (15 分類 (本稿では

groupと表記)、72分類 (本稿では causeと表記)の分類が存在する。

1.2.2 1死亡診断書あたりの平均複合死因数 (tbl 1.a, 1.b, 2)

先述の通り、1死亡診断書の複合死因 (multinple cause)の中に全く同じ ICD-10コー

ドがあった場合には一つのみを残してから、全年齢について複合死因数の分布と平均値

を算出する。この時、関連死因 (corresponding cause, 原死因 (underlying cause以外の

複合死因))の死因分類が 66,67,68であるものを除かない場合 (tab 1.a)と除く場合 (tab

1.b)を算出する。また、年齢 10歳階級別に複合死因数の平均値を算出する (tab 2)。

1.2.3 SRMU (tbl 3, 4)

SRMUは、原死因死亡に対する複合死因死亡の比を表すもので、以下で定義される。

SRMUu =

∑
d
[M ]
u,x,s∑

d
[U ]
u,x,s

d
[M ]
u,x,s: 年齢 x、性別 sの複合死因死亡数（原死因 u)

d
[U ]
u,x,s: 年齢 x、性別 sの原死因死亡数（原死因 u)

これらの死亡数は、以下により年齢調整を行う。

d<S>
u,x,s = du,x,s

E<S>
x,s

Ex,s

ここで、

du,x,s: 年齢調整前の死亡数

d<S>
u,x,s: 年齢調整した死亡数

Ex,s: 対象とする人口の Exposure

E<S>
x,s : 基準となる人口の Exposure

であり、Ex,s には日本版死亡データベースによる Exposureを、E<S>
x,s には、ガイドラ

インに示されている 2013 European populationを用いる。

また、1つの死亡診断書について、複合死因の中で同一分類に属するものが複数出現す

る場合には、そのうちの一つのみを計算対象とする (以下の CDAIでも同様)。
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1.2.4 CDAI (tbl 5, 6, 7, 8, 9, 10)

CDAI は、死因 c の標準化出現率 (SPc) に対する、原死因 u に限定した場合の死因 c

の標準化出現率 (SPc/u)の比率であり、

CDAIu,c =
SPc/u

SPc
=

∑
x,s

(
udc,x,s

udx,s
· d̄x,s

)
/
∑

x,s d̄x,s
∑

x,s

(
dc,x,s

dx,s
· d̄x,s

)
/
∑

x,s d̄x,s
×100 =

∑
x,s

udc,x,s

udx,s
· d̄x,s

∑
x,s

dc,x,s

dx,s
· d̄x,s

×100

udc,x,s : 原死因 uで、死因 cを含む x歳, 性別 sの死亡数

udx,s : 原死因 uの x歳, 性別 sの死亡数

dc,x,s : 死因 cを含む x歳, 性別 sの死亡数（原死因によらない）

dx,s : x歳, 性別 sの死亡数（原死因によらない）

d̄x,s : 基準時点における x歳, 性別 sの標準的死亡数

ただし、d̄x,s については、ガイドラインに示す死亡分布 (2009 年の高所得国に関する

WHO生命表に基づく)を用いる。

これは、原死因を限定しない場合の死因 cの出現度合に対して、原死因を uに限定した

場合どの程度出現度合が変化するかを 100を基準として指数化したものであり、CDAIが

100を上回るほど原死因 uとの関連性が高いと考えることができる。

なお、ガイドラインでは CDAIの 95%信頼区間を計算することが理想的であるとして

いるが、本稿においては省略した。

2 結果と考察

本研究では、　 2003～2016年の死亡データについて、ガイドラインに従って標準的指

標の算出を行った。最初に、死亡票のマッチング状況と分析対象件数について表 1 に示

した。

表 1 死亡票のマッチング状況と分析対象件数

本研究では人口動態統計の報告書と同様、当年発生の日本における日本人を対象として
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集計を行っている。ただし、通常の死亡票情報に、オンラインによる死亡個票情報をマッ

チングしているため、オンライン提出の割合が近年に向けて高くなっていることを受け

て、マッチ件数の全体に対する割合は、2003年の 8.6%から 2016年の 96.4%まで上昇し

ている。

これらに対して、下記に述べる一部のデータについては分析対象から除外した。先述の

通り、本研究で用いる死因データについては、原死因については通常の死亡票情報でコー

ド化されたものを利用しているのに対して、それ以外を含む複合死因についてはオンライ

ンによる死亡個票情報を独自にコード化しており、コード化が困難であった項目等が存

在している。これらを不詳とした場合、複合死因が全て不詳となって原死因がコード化

されていることと整合性を欠くケースが発生したことから、複合死因が全て不詳のケー

スは分析対象から除外した。また、さらに、この他に複合死因が不詳ではないが、完全に

コード化できなかったケースがあること、また、ガイドラインに述べられている死因分類

66,67,68に相当する項目を除外するルールに従うことにより、複合死因が全て不詳または

完全にコード化されていないケースが発生する。そこで、死因分類 66,67,68に相当する

項目を除外する集計においては、これらのケースについても分析対象から除外することと

した。

このように分析対象を絞った上で、MultiCause Networkグループのガイドラインに基

づく全ての集計表を 2003～2016年について作成した。このうち、ガイドラインで示すこ

ととされている 2009年の結果表を、本稿の最後に、表 3から表 13として示した。ただ

し、tbl.8を女性・男性に限定して算出する tbl. 9と tbl.10については紙幅の関係から省

略し、それ以外の全ての表を掲載している。

図 1 １死亡診断書あたりの複合死因
数 (分類不能等を除かない場合)

図 2 １死亡診断書あたりの複合死因
数 (分類不能等を除く場合)

図 1、2は１死亡診断書あたりの複合死因数の分布と平均値について、tbl1.aに相当する

分類不能等を除かない場合、tbl1.aに相当する分類不能等を除く場合のそれぞれの 2003

～2016年の年次推移を示したものである。１死亡診断書あたりの複合死因数については
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1の割合が漸増していることから、分類不能等を除かない場合の平均値は 2.1程度から 2.0

程度へ、分類不能等を除く場合の平均値は 1.8程度から 1.7程度へと漸減している。

図 3 SRMU(全年齢, 2009年) 図 4 SRMU(65歳未満, 2009年)

図 5 SRMU(65歳以上, 2009年)

次に SRMUの結果について見てみよう。図 3～図 5は、2009年の 15分類 (group)に

基づく SRMU を男女計・男性・女性別に棒グラフで示したものである。図 3 が全年齢

(tbl 3.a)、図 4が 65歳未満 (tbl 3.b)、図 5が 65歳以上 (tbl 3.c)を示している。これを

見ると、SRMUの大小の傾向は死因による特性が強く、性別、年齢階級別に見ても大きな

違いは観察されない。例えば、どの図においても、死因 2(Neoplasms)は SRMUが低め、

死因 4(Endocrine, nutritional and metabolic diseases) や死因 10(Diseases of the skin

and subcutaneous tissue)は高めの傾向を示している。しかしながら詳細に観察すると、

性別や年齢別の特性も見ることができる。死因 1(Infectious and parasitic diseases)は男

女の差が小さい一方、死因 10(Diseases of the skin and subcutaneous tissue)は大きい。
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(tbl 3.a)、図 4が 65歳未満 (tbl 3.b)、図 5が 65歳以上 (tbl 3.c)を示している。これを

見ると、SRMUの大小の傾向は死因による特性が強く、性別、年齢階級別に見ても大きな

違いは観察されない。例えば、どの図においても、死因 2(Neoplasms)は SRMUが低め、

死因 4(Endocrine, nutritional and metabolic diseases) や死因 10(Diseases of the skin

and subcutaneous tissue)は高めの傾向を示している。しかしながら詳細に観察すると、

性別や年齢別の特性も見ることができる。死因 1(Infectious and parasitic diseases)は男

女の差が小さい一方、死因 10(Diseases of the skin and subcutaneous tissue)は大きい。
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また、この死因 10(Diseases of the skin and subcutaneous tissue)は、男女計で 65歳未

満では 2.5を超えるのに対し、65歳以上では 2.0を下回っており、年齢階級による違いも

大きいものとなっている。

図 6 CDAI(2009年)

最後に CDAIを観察しよう。図 6は、tbl 5.aにおける 2009年の 15分類 (group)に基

づく CDAIの底を 10とした対数にして値が大きいほど色が濃くなるようにして視覚的に

示したものである。CDAI は 100 以上の値の時結びつきが強くなることから、この図で

は 2 以上の値の時に関連性が強いことになる。同一分類である対角線上の値はどの死因

についても高いものとなっているが、それ以外の部分については死因毎に違いが観察され

る。例えば、死因 2(Neoplasms)は関連死因としての他の原死因との関連性が低い一方、

死因 10(Diseases of the skin and subcutaneous tissue)は他の原死因との関連性が高い

ことが見て取れる。このように、CDAIを観察することで、死亡診断書に現れる原死因と

関連死因との間の関連性を分析することが可能となるのである。

おわりに

本研究では、国際的な複合死因に関する研究ネットワークであるMultiCause Network

において用いられている複合死因データによる死因間の関連分析の方法論をわが国のデー

タに適用し、わが国における死因間の関連状況について分析を行った。

本研究で用いたデータについては、特に時代が古いものについてはオンラインによる

データが少なく、分析可能な対象が全体をカバーする率が必ずしも高くない。また、コー

ド化が困難な項目を不詳とするとともに、複合死因の全てが不詳になった場合には分析対

象から除外しているなど、代表性に関して留意すべき点も存在することから、標準的指標

についてもこのような制約があることについて注意しつつ観察することが必要である。
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一方、本稿においては、主に 2009年の 15分類 (group)に基づく指標を中心に標準的

指標の観察を行ったが、他の年次を含めた標準的指標の年次推移や、より詳細な 72 分

類 (cause) などについても、さらなる分析を行うことが求められる。また、MultiCause

Networkとの連携により、他の国の標準的指標との比較を通じて、わが国の複合死因に関

する特性を分析することも必要である。これらについては今後の課題としたい。
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